
別紙１
一般競争入札参加申込書
「令和７～１１年度　島根労働局の業務用自動車賃貸借業務一式契約」の一般競争入札（総合評価落札方式）に参加したく、以下の事実に相違がないこと及び事実に相違があった場合は速やかに通知することを約して申込みいたします。
１．　予算決算及び会計例第７０条の規定に該当しない者であること。（未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。）

２．　予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

３．　社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、船員保険、国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）に加入し、該当する制度の直近２年間の保険料の滞納が無いこと。
４．　資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。

５．　経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。

６．　厚生労働省から指名停止を受けている期間に該当しないものであること。

７．　厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。

８．　過去１年以内に厚生労働省所管法令違反により行政処分を受けていないこと。ただし、労働基準関係法令違反（※）により労働基準監督機関から使用停止等命令を受けたが、是正措置を行い「使用停止等命令解除通知書」を受理している場合には、この限りではない。

９．　過去１年以内に厚生労働省所管法令違反により送検され、この事実を公表されていないこと。

１０．　過去１年以内に厚生労働省所管法令に基づく公表制度により、又は違法な長時間労働や過労死等が複数の事業場で認められた企業として、平成29年1月20日付け基発0120第1号厚生労働省労働基準局長通達「違法な長時間労働や過労死等が複数の事業場で認められた企業の経営トップに対する都道府県労働局長等による指導の実施及び企業名の公表について」記３、平成31年１月25日付け基発0125第１号「裁量労働制の不適正な運用が複数の事業場で認められた企業の経営トップに対する都道府県労働局長による指導の実施及び企業名の公表について」記の３に基づく企業名の公表をされていないこと。

※労働基準関係法令については以下の通り。

労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、賃金の支払の確保等に関する法律、家内労働法、作業環境測定法、じん肺法、炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法
　支出負担行為担当官
　　　島根労働局総務部長　殿

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　住所（又は所在地）

　　　　　　　　　　　　社名及び代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

